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「高雄の環境関連産業との取引の可能性」

ＩＴＲＩ（台湾工業技術院）　東京事務所　元所長　
（財）金属工業研究発展中心　顧問　蘇国璋博士

１．高雄県・高雄市の経済概況 
　今年末、高雄市と高雄県が合併して、ひとつ
の大きな地区になる。現在、高雄市は重大経済
建設を計画中で、周辺産業(台南サイエンスパー
ク等)を統合し多元的な産業を基礎とした特色
ある産業の促進や空港と港湾のある地理的な優
位性を活かしたグローバルな都市の育成を推進
している。経済概況は、表１、２のとおり。
　高雄港は、アジアでも香港、シンガポール、
上海に次ぐ台湾で最大のコンテナ港である。高
雄市・高雄県の合併後、高雄では、シンガポー
ルに倣って、高雄空港・高雄港湾ともに東南ア
ジアのハブとなる国際物流・航空業・観光業の

アジア市場に広がる台湾ビジネス
（日本人の陥りがちな盲点、高雄の環境関連産業）

　「平成22年度ジェトロ地域間交流支援事業(Regional Industry Tie-Up Program)
　山口県域-台湾（環境関連産業）　第２回RIT研究会　報告」

　「メッセ海外通信　Vol.13」に引き続き、山口県・下関市外資系企業誘致推進委員会（山口県、下
関市、（財）山口県国際総合センター、下関商工会議所、（株）山口銀行、ジェトロ山口で構成）で実
施しているジェトロ地域間交流支援事業（Regional Industry Tie-Up Program）の第２回RIT研究会
についてレポートする。
　今回は、10月下旬に高雄市で開催される商談会に参加する企業を対象に、高雄の環境関連産業の概
況と、台湾企業との取引を契機としたアジア市場への広がりの可能性についてお話いただいた。

表１　高雄県の経済概況
高雄県・人口　125万人
　　　・土地　2,793平方キロ
　　　・主要産業
　　　　化学材料製造業、基本金属製造業、金属

製品製造業
　　　・就業人口業種
　　　　サービス業が中心（就業人口の49.74%）
　　　・会社資本総額　3,487億元（全国の1.9％）
　　　・重要産業建設
　　　　高雄サイエンスパーク、環保科技パーク、

興達港ヨット専用区
　　　・産業集積分析
　　　　①鳳山(自動車)、林園、大社（石油化学）

は比較的成熟した工業区
　　　　②高雄サイエンスパーク、環保サイエン

スパークは太陽エネルギー、電信、集
積回路など新興科技発展に努力してい
る。

　　　　③金属表面処理、鋼鉄圧延、プラスチッ
ク業は技術･労力･設備の強みをもって
いる。しかし、石油化学は弱い。

　　　・交通　高速、鉄道、モノレール（計画中）

発展を目指している。
　元高雄市を中心に、製造者向けのサービス業、
商品金融センター、企業の運営本部の誘致、研
究開発センターの設置、会議展示場や観光サー
ビスセンターを充実させたい考えである。また、
元高雄県を中心に、既に高雄県にある高付加価
値金属の研究センター、遊覧船業（クルーズや

（出所）高雄県政府よりITRI作成
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レジャーボート）に加え、デジタルコンテンツ
や電信産業、クリーンエネルギー、観光産業、
物流産業などの育成を図りたいとしている。
　
２．主要産業は、石油化学、金属、資源リサイクル
　高雄市の主要産業は、石油、石炭製品製造、
基礎金属製造、電子部品製造、卸売、小売、建
設で、総生産額の６割近くを占めている。基礎
金属製造業は台湾内の約26％、船舶およびその
部品の製造は同約20％を占めており、台湾で
トップとなっている（2006年）。
　高雄県の主要産業は、化学材料、基礎金属・
金属製品製造が、総生産額の６割近くを占めて
いる。石油化工原料と合成樹脂製造、プラスチッ
ク・ゴム製造は台湾内の約28％、廃棄物除去・
処理・資源回収が、同約15％で、台湾でトップ
である（2006年）。

３．台北地区との行政サービスの比較
　高雄地区と台北地区の行政サービスの比較は、
表３のとおり。高雄地区は、道路建設において、
台北地区より整っていることがわかる。

４．高雄の競争力は、三通により躍進
　2010年４月の中国時報によると、中国のシン
クタンクである社会科学院が発表した中国、台
湾両岸の都市競争力のランキングによると、台
湾の台北が５位、高雄が８位となっている。高
雄は、三通（2008年末より始まった台湾と中国
の「通商」、「通航」、「通郵」の規制緩和政策）
の影響で、前年の10位から８位に躍進している。
　高雄地区は、台北地区に次ぐ、台湾で第２位
の市場である。高雄市内は11の大学や専門学校
があり、人材が豊富である。中国大陸に近く物
流拠点としての優位性があるなど、今後の経済
成長が期待できる。

表２　高雄市の経済概況

表３　高雄地区と台北地区の行政サービス比較

高雄市・人口152万人
　　　・土地　153平方キロ
　　　・主要産業
　　　　石油･石炭製品、基本金属、電子部品等製

造業、小売業
　　　・就業人口業種
　　　　サービス業が中心(就業人口の68.40% )
　　　・会社資本総額　1兆896億元(全国の5.93％ )
　　　・重要産業建設
　　　　高雄港・自由貿易港産、小港空港、洲際

コンテナセンター
　　　・産業集積分析
　　　　①国営事業が下流業者を吸収して、鋼鉄･

造船･機械など産業集積を形成し、高雄
地区の長期経済発展を支える。

　　　　②加工輸出区が「台湾経済奇跡」に貢献し、
現在情報電子ハイテク業を強化してい
る。

　　　　③高雄ソフトウェアパークは研究開発の
中心で、多くの有名企業の本部がおか
れている。しかし現在、両港経済貿易
の強みはアジアのほかの都市に脅かさ
れている。

　　　・交通
　　　　国際商業港と空港、高速道路、碁盤の目

状の道路、新幹線、MRT

表４　両岸都市の競争力順位
順位 都市名 昨年 順位 
1 香港 1 
2 深セン 2 
3 上海 3 
4 北京 4 
5 台北 5 
6 広州 6 
7 天津 8 
8 高雄 10 
9 大連 － 
10 青島 7 

（出所） 中国社会科学院 

（出所）高雄市政府よりITRI作成

（出所）中華民国統計情報ネットより作成
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台湾とのビジネス交流で広がる
アジアビジネスと日本の盲点

（株）アジア市場開発　　　　
　　代表取締役　藤　重太氏

（台湾 財団法人資訊工業策進会 顧問）

１．なぜ、日本は世界に行けないのか
　日本は、現在、不景気、少子高齢化、政治不安、
外交力不足（孤立化）、学力低下、ニート、労働
力不足などの問題を抱えている。かつてのような

「JAPAN as ＮＯ．１」の時代ではない。すでに、
中国の経済成長は世界経済を動かし、その中で韓
国や台湾は新しい活路を見出し、インドなども虎
視眈々と次の戦略を築いている。その中で日本だ
け取り残されている感が否めない。しかし、日本
人に見られるアジア蔑視や傲慢さは、いまだ残っ
ているとアジアの友人からも指摘される。
　日本における外国人登録者数も観光客も中国人
の占める割合が非常に高くなってきており、中国
語を日本国内でも必要とされる時代が近づいてき
ている。
　日本人は、アジア諸国の中でもTOEICの点数
が経済力に比べ極端に低い、日常的に英語を話さ
ない中国、韓国、台湾、タイに比べても平均点が
低いなど、日本人の外国語能力が弱い傾向にあり、
海外からもそのように認識されている。
　日本では、海外ビジネスは商社や専門家に任せ
るというような構造や慣習になっていた。よって、
中小企業が直接海外取引を行うことは少なかった。
また、日本にはある程度の市場規模があったので、
日本国内に集中して、日本で成功すれば、「ヨシ」
との考えもあり、敢えて、海外に出て行く必要性
がなかったことも、日本が海外に出遅れている理

由であると思われる。一方、台湾は市場が小さい
ので、必ず海外・中国に出て行くという、思想が
根づいている。
　今後は、中国経済の成長で、ますます経済のボー
ダレス化が進み、日本の経済力は相対的に縮小傾
向で、市場を海外に求めていく必要があると思わ
れる。

２．日本と台湾の関わり
　1895年から1945年までの50年間、日本は台湾を
統治している。日本統治時代の台湾は、後藤新平
など多くの日本人が台湾の鉄道、下水道、郵便、
学校などのインフラを整えた。多くの台湾人は、
台湾に近代文明を持ち込んだのは、日本人である
と認識してくれている。
　しかし、戦後1972年には、中国との国交回復に
伴い、日本は台湾と断交し、日本と台湾の関係は、
裏の関係になってしまった。
　ただし、経済的な繋がりは継続して発展してき
た。戦後の日本の復興期には、台湾は日本のもの
作りの加工基地として発展してきた。また、その
後、パナソニックやマブチモーターなどの日本の
メーカーは、台湾を海外の製造拠点としてきた。
そして、日本メーカーの外注先、海外の購買拠点
として台湾は重要となり、新竹科学工業団地など
の研究開発の成長と共に、台湾独自のブランドも
育ってきた。近年、台湾は、世界のＩＴ、ＰＣ産
業のＯＥＭ製造基地として、中国へも進出してお
り、先端技術などＩＴ産業では世界をリードして
いる。

３．最近の日台関係（2000年以降）
　1990年代以降、中国市場の開放が進む中、日本
は台湾を「過去の加工貿易拠点」と考えるように
なり、逆に台湾は「日本から卒業して、台湾独自
のブランドを確立しよう」という別々の道を歩み
始める動きがあった。
　しかし、日本企業は、安い労働力と成長する市
場を目指して、海外市場に出てみたものの結局失
敗して、技術やノウハウを持っていかれたという
事例が後を絶たない。現在、多くの中小企業が当
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時の無理な海外進出がトラウマとなり、行きたい
けれども行けない状態が続いている。その点でも、
比較的友好的かつ順調に進んできた台湾との提携
がさらに見直されている。

４．アジアの中の台湾
　2010年6月29日に台湾と中国の間でＥＣＦＡ（両
岸経済協力枠組協定）が締結された。これは、中
国は台湾の技術がないとこれ以上の成長が難しい
という中国側のニーズがあることを、日本はしっ
かり認識し台湾の重要性を理解する必要がある。
一方、日本はアジアとのＦＴＡ（自由貿易協定）
交渉は、全く進んでいない。
　台湾人は、米国でＭＢＡを取得してくる人も多
く（（藤氏の）台湾大学のクラスメートは、70人
中50人が米国留学をしている）、国際感覚に溢れ
ている。ビジネスにおいては、トップに実行力が
あり、決断のスピードが速く、実利主義である。
儲からない仕事はしない。短期回収を第一とし、
1回目から儲からなければ、すぐに止めてしまう
こともある。台湾企業は、中国ビジネスでは、１
～２年を目処に回収しようとする。

５．台湾から学ぶべきこと
　台湾人には、日本人にないバイタリティがある。
例えば、①国際的な行動力（社長自ら海外まで買
い付けに行く。部下を使わない）、②スピード感（決
断は早いが、よく変更もする。日本人は、決断は
遅いが、変更はしない）、③語学取得のセンスの
よさ、④日本人力（日本人への対応力）、⑤打開
力（とりあえずやってみる。日本人は、失敗を恐
れてやらない）、⑥危機管理能力（中国との関係
もあり、危機に対する察知能力が高い）などであ
る。
　これらだけでも、日本は台湾人から学ぶ点が大
いにあると考えられる。
　また東アジアで親日的なのは、おそらく台湾だ
けではないだろうか。台湾人は、もの作りの基本
が分かっている。日本の文化、価値、習慣を受け
入れてくれる。

６．選ぶ側から選ばれる側へ
　グローバルな視点に立つと、もはや、台湾企業
　ＶＳ　日本企業では、台湾の方が上ではないだ
ろうか。しかし、今のところ、台湾にとって、日
本はまだ魅力的な存在であり、台湾ビジネスにお
いては、それを分かってくれる台湾人を探すこと
が重要ではないだろうか。ただし、もはや日本も
台湾から選ばれる側であることは、認識した方が
よい。
　海外ビジネスを行うにあたって、「なぜ、海外
に行くのか」を今一度整理する必要がある。①買
いたいのか、売りたいのか 、②どうやって取引
をするのか（商社経由か、直接やるのか）、③相
手があなたを必要としているのか、④相手を
知ること、⑤台湾、アジアはあなたを必要と
しているのかなど、専門家を交えて検証すべ
きである。また、専門家も行きたいから行か
せるのではなく、行くべきか否かから冷静に
検討すべきである。

７．台湾が必要としているもの
　台湾は、日本のブランド力「メイドインジャ
パン」の信頼度の高さを欲しがっている。日
本のデザイン力、ブランド力、基礎研究、基
礎技術、応用技術など、台湾に必要とされて
いるものは多い。ただし、台湾人とのビジネ
スにも「駆け引き」は必要である。台湾企業
と協力して、どのように利益を確保していく
かが知恵の絞りどころである。
　海外市場に出て行くことで、何がしたいの
かを明確に自己分析した上で、相手のニーズ
を探ることである。台湾人は、日本人と組んで、
一緒に中国やアジア、世界で成功しようと、し
たたかに考えている。単独で海外に行きリス
クを抱えて大きな利益を求めて失敗するより
は、台湾と組んで利益を分けあいながらも、成
功の可能性を増やしていくことも一考の余地
があろう。

（まとめ：ジェトロ山口　林　裕子）
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「台湾ルート」を拡大するために
　県内関係機関で構成される「やまぐちの農水
産物需要拡大協議会」には2008年度より輸出促
進部会が設置されており、県産農水産品、加工
食品の海外輸出に取り組んできている。
　この取り組みにおいてJAあぶらんど萩のこ
しひかりは、「維新伝心米」というブランド名
で継続的に台湾に輸出されてきており、販売
ルートが確立されてきている。
　次のステップとして、既に動いているこの米
の輸出ルートを強化するとともに、米以外の製
品もこのルートに載せていくことで、商品の流
れを太くしつつ安定化させていくことが必要で
ある。このため「やまぐちの農水産物需要拡大
協議会」は、去る６月に開催された台湾最大の
食品見本市であり、近隣諸国からも多くのバイ
ヤーが訪れる「台湾国際食品見本市～ FOOD 
TAIPEI 2010」に初めて出展、台湾市場への攻
勢をかけた。

初めての挑戦に手ごろな台湾市場
　台湾市場の特徴として、特に日本企業にとっ
てメリットとして挙げられる点としては、世界
でも指折りの親日地域であることもあって日本
産品のイメージが非常によい、マスメディアを
通じて日本の情報が豊富である、極端な輸入規
制・流通規制がとられていない、といった点が
挙げられる。既に日本の食品は主にデパート地
下の高級食料品店での販売を中心に、相当数の
品目が輸出されている。
　一方、新規参入において検討すべき点として
は、既に競合製品が多数存在することや、国内
市場があまり大きくないことなどから過当競争
に巻き込まれる可能性があること、また台湾人

台湾の食品市場に挑む
～台北における食品見本市　　　　　　　　　

「FOOD TAIPEI 2010」に山口県から出展～

の味覚が日本人と大きく異なっている面がある
こと、などが挙げられる。
　こうした背景から台湾市場というのは、それ
なりに厳しい商談に臨む必要性は避けられない
ものの、初めて海外市場に取り組む企業にとっ
ては比較的なじみやすい市場である、というの
が一般的な評価となっている。
　海外における売込み方法として、一般的に活
用されるのが見本市である。2010年６月23日

（ 水 ） ～ 26日（ 土 ） に 開 催 さ れ た「FOOD 
TAIPEI 2010」においては、日本貿易振興機構

（ジェトロ）が設置した日本パビリオンに、主
としてまだ台湾に足がかりのない企業を中心と
した中小企業（全国20都県より計69企業・団体）
が出展し、台湾市場に挑んだ。
　日本パビリオンでは4日間の会期中に合計
2,718件の商談が行われ、うち成約および成約
見込件数が628件（暫定値）という成果を収めた。

山口県ブースも活発に商談
　山口県からは、「やまぐちの農水産物需要拡
大協議会」の呼びかけに県内５団体・企業（JA
グループ山口、山口県漁業協同組合、三笠産業
株式会社、山九水産株式会社、前田海産株式会
社）が呼応し、２小間からなる山口県ブースを
形成した。
　見本市の効用として、通常の営業ではとても
カバーしきれない件数の商談を短い期間にこな
すことができること、来場者への試食等を行う
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ことにより、自らの製品の市場調査がある程度
可能なこと、などが挙げられる。
　山口県ブースでは精力的に試食を行い、県産
加工食品等が台湾人の味覚に会うかどうかを確
認するとともに、既に確立している輸出ルート
をフル活用して、出展物に関心を持つ現地バイ
ヤーとの商談を行った。
　最終製品に関しては台湾の消費者の口に合う
かどうか、また価格面で折り合えるかどうかが
勝負どころとなるが、中間製品については、出
展者側としては全く想定していなかった使い方
を検討するバイヤーが相当数出てくるなど、ま
さに市場調査の場としても有効に機能したとい
える。
　帰国後、現地からは早速反応が出はじめてお
り、出展団体・企業が今後の販促活動をいかに
展開し、いかに成果を深堀りしていけるか、大
いに期待されるところだ。

　（ジェトロ山口／井手謙太郎）

　

市場として成長する中国、アジア
～第48回貿易記念日講演会～

　2010年７月20日（火）に海峡メッセ下関にて、
ジェトロ山口、山口県、下関市、下関商工会議
所、山口県商工会議所連合会、財団法人山口県
国際総合センターの共催により、中国の最新マ
クロ経済動向および、中国やアジア市場に向か
うサービス産業の最新動向に関するセミナーを
実施した。以下、概要を報告する。

中国は世界第2位の経済に
　中国のマクロ経済動向については、ジェトロ
海外調査部中国北アジア課の日向裕弥が「2010
年中国経済の論点」と題し、GDP、人民元、不
動産、労働争議、上海万博の影響、の5つのポ
イントについての解説を行った。
　2010年のGDPについて中国政府は、例年ど
おり8.0％前後という抑制的な目標を掲げてい
るが、世界銀行、国際通貨基金（IMF）など各
機関の予測は9.2％～ 11.1％の範囲で出されて
おり、従来どおりの力強い成長が見込まれる。
2010年上半期は高成長、高就業率、低インフレ
という良好な経済成長を遂げており、懸念材料
は今のところ見当たらない。日本を抜いて、世
界第2位の規模の経済となることが確実視され
ている。
　人民元は2005年7月から管理フロート制をと
り緩やかな切り上げが行われてきたところ、
2008年8月に世界経済悪化を機に事実上のドル
ペッグ制に移行していた。国際的な切り上げ要
求が高まる中、2010年6月に人民元の柔軟性を
拡大するとして、以前の管理フロート制に立ち
返っており、再び当時と同じように緩やかな切
り上げが行われていく見通しとなっている。
　不動産に関しては一部でバブル懸念がささや
かれているが、持ち家政策が開始された98年以
来供給は加速しているものの、依然として中低
所得者層向けの物件の供給が不足しており、全
体の需給バランスとしては供給過剰といえる状
態にはないことから、バブルというよりは強め
のブームに過ぎない、という見方が現実的であ
るという。政府としては不動産投機と、格差拡
大により中低所得者層の住宅取得が困難化して
いることを問題視しており、土地供給と規制を
組み合わせた対応を進めている。
　労働争議については、日系企業で最近発生し
たものが大きく報道されたのもあって、ホット
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な話題として取り上げられる面もあるが、これ
は古くて新しい問題、というべきものであり、
中国へ進出している企業は継続的にこの問題へ
の対応を行ってきている。産業の高度化を目指
す政府は所得向上を政策的に推進しており、全
国的に最低賃金が引き上げられたほか、ネット
や携帯電話の普及により、労働者が同業他社の
動向をいち早く手に入れられるようになってき
ていることから交渉力が増しているという事情
もあり、賃金や待遇に係る労働者の要求は、あ
る程度受け入れざるを得ない環境となってきて
いる。
　上海万博に関しては、地下鉄、高速鉄道、都
市整備等に4,000億元が投下された結果、周辺
都市にまで上海経済圏が拡大し、省エネ・環境
対策が加速するとともに、蘇州、杭州なども含
めた広い範囲で観光景気に沸くなど、サービス
産業が発展しつつある。経済面だけでなく、社
会的・文化的に大きな影響をもたらしているこ
とも注目される。
　
サービス産業、アジアへ
　日本のサービス産業のアジアへの進出につい
ては、ジェトロ海外調査部グローバル・マーケ
ティング課長の北川浩伸が分析・解説を行った。
　アジア地域の人口動態や世帯別可処分所得の
動向などのデータ、また日本の上場企業の世界
における地域別の収益・利益の比較データなど
から見れば、今後はアジア地域が十分な規模を
持ったマーケットとして成長していく見通しで
ある。
　また日本と米国の業種別海外直接投資残高

（2006年末時点）を比較すると、日本では製造
業による投資が58.4％と半分以上を占めるが、
米国では21.1％であり金融、卸売、サービスと
いった分野のボリュームが日本よりも大きく
なっている。今後の日本からの海外進出の案件

としては、製造業以外の分野での伸びしろが大
きいのではないかと推測される。
　さらに日本のアパレル産業、外食産業の国内
における売り上げデータを検討すると、日本の
マーケットの規模は年々縮小していることが明
らかであり、今後これが再び拡大に向かうと楽
観できる要素は見当たらないのが現状である。
　これらの要素を総合すると、日本の今後の成
長を担保する大きな原動力のひとつとして期待
されるのが、アジア地域に対するサービス産業
の進出、ということになるのではないか、とい
うのが北川の分析だ。

　個別の既進出案件を検討してみると、百貨店、
スーパー、専門小売、外食といった業種では、
主に国内でも広く知られた企業によって、中華
圏をはじめとするアジア各国への進出が進めら
れている。
　しかし、つぶさに事例を収集してみると、地
域の中小企業による進出例もある程度存在して
おり、従ってサービス産業の海外展開というの
が、決して規模の大きい企業だけが展開可能な
オペレーションというわけでもないことがわ
かってくる。
　サービス業においても製造業と同様、中長期
的な企業戦略を策定していくにあたっては、海
外に展開するのかしないのか、するならばどの
ように進めていくか、という点を検討すること
が不可欠となるであろう時代は、もうすぐそこ
まで来ているようだ。

　（ジェトロ山口／井手謙太郎）


